
   

深谷市規則第３５号 

 

深谷市空家等対策の推進に関する規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法(平成

２６年法律第１２７号。以下「法」という。)及び深谷市空家等

対策の推進に関する条例（平成３０年深谷市条例第２６号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとす 

る。 

 （立入調査の通知） 

第２条 法第９条第３項の規定による通知は、立入調査実施通知書

（様式第１号）により行うものとする。 

（立入調査員証） 

第３条 法第９条第４項に規定する証明書の様式は、立入調査員証

（様式第２号）のとおりとする。 

（助言及び指導） 

第４条 法第１４条第１項の規定による助言は、口頭により行うも

のとする。 

２ 法第１４条第１項の規定による指導は、指導書（様式第３号）

により行うものとする。 

（勧告） 

第５条 法第１４条第２項の規定による勧告は、勧告書（様式第４

号）により行うものとする。 

（命令） 

第６条 法第１４条第３項の規定による命令は、命令書（様式第５

号）により行うものとする。 

（事前通知書） 

第７条 法第１４条第４項に規定する通知書の様式は、命令に係る

事前通知書（様式第６号）のとおりとする。 



   

（意見書） 

第８条 法第１４条第４項に規定する意見書の様式は、意見書（様式第７ 

号）のとおりとする。 

（意見聴取請求） 

第９条  法第１４条第５項の規定による請求は、意見聴取請求 

書（様式第８号）により行うものとする。 

（意見聴取通知） 

第１０条 法第１４条第７項の規定による通知は、意見聴取実施通

知書（様式第９号）により行うものとする。 

（行政代執行） 

第１１条  法第１４条第９項の規定による処分（以下「行政代執 

行」という。）に係る行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）

第３条第１項の規定による戒告は、戒告書（様式第１０号）によ

り行うものとする。 

２ 行政代執行に係る行政代執行法第３条第２項の規定による通知

は、代執行令書（様式第１１号）により行うものとする。 

３ 行政代執行に係る行政代執行法第４条に規定する証票は、執行

責任者証（様式第１２号）のとおりとする。 

４ 行政代執行に係る行政代執行法第５条の規定による納付の命令

は、代執行費用納付命令書（様式第１３号）により行うものとす

る。 

（準用） 

第１２条 前条第３項及び第４項の規定は、法第１４条第１０項に

規定する処分について準用する。 

（標識） 

第１３条 法第１４条第１１項に規定する標識の様式は、標識（様

式第１４号）のとおりとする。 

（公示の方法） 

第１４条 法第１４条第１１項の規定による公示は、空家等対策の

推進に関する特別措置法施行規則（平成２７年総務省、国土交通



   

省令第１号）で定める方法のほか、深谷市公告式条例（平成１８

年条例第３号）第２条第２項に規定する掲示場への掲示その他市

長が必要と認める方法により行うものとする。 

（表示） 

第１５条 条例第７条第２項に規定する表示板の様式は、表示（様

式第１５号）のとおりとする。 

 （緊急措置実施同意書） 

第１６条  条例第９条の規定による同意は、緊急措置実施同意書 

（様式第１６号）により行うものとする。 

 （緊急措置実施通知書） 

第１７条 条例第９条第３項の規定による通知は、緊急措置実施通

知書（様式第１７号）により行うものとする。 

 （審議会の会議） 

第１８条 条例第１０条に規定する深谷市空家等対策審議会（以下

「審議会」という。）の会議は、会長が招集し、会長が議長とな

る。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことがで

きない。 

３  審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のとき 

は、議長の決するところによる。 

 （関係者の出席） 

第１９条 審議会は、必要があるときは、関係者の出席を求め、そ

の説明又は意見を聴くことができる。 

 （庶務） 

第２０条 審議会の庶務は、協働推進部自治振興課において処理す

る。 

 （運営） 

第２１条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要

な事項は、会長が審議会に諮って定める。 

 （委任） 



   

第２２条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 


